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一般論文 応用一般均衡分析を用いた帰属価格に基づく

炭素税の環境 ・経済分析:全 産業部門への課税

松本 健 一*・ 福 田 豊生**

摘 要

　京都議定書の発効やポス ト京都の議論などにより,先 進国のみならず途上国でのCO2

排出削減が地球温暖化抑制に向けて今後の重要な課題となる。CO2を削減する方法として,

全世界で税率が一律の炭素税(一 律炭素税)の 導入が費用効果的であるが,一 律炭素税は

途上国に対して大きな経済的負担を課す。このような政策は途上国の反対にあうのは必至

で,ま たUNFCCCの 「共通だが差異のある責任」にも反するため,実 現可能性は低い。

　このような一律炭素税の問題点を踏まえ,本 論文では各国で税率に差異のある炭素税の

導入効果を環境的側面と経済的側面を考慮 した政策的観点から議論する。差異のある炭素

税は帰属価格の概念(帰 属炭素税)に より実現 し,多 部門 ・多地域応用一般均衡分析を用

いたシミュレーションにより,一 律炭素税導入によるCO2排 出削減量やGDPへ の影響と

比較した。本研究では,世 界経済を15産 業部門 ・14地域に分割し,全 ての産業部門を炭

素税の賦課対象とした。

分析の結果,帰 属炭素税はCO2削 減効果ではわずかに劣るものの,一 律炭素税とは異

なり途上国のGDPに プラスの効果をもたらした。世界全体でのCO2排 出削減政策の実施

と途上国に対する過度な経済的負担の回避の重要性を考慮すると,帰 属炭素税の方が一律

炭素税よりも先進国 ・途上国間で経済的な公平性があり,政 策的実効性が高いと言える。

ただし,帰 属炭素税では一部途上国で炭素リーケージが見られるため,そ の解決策の模索

が今後の課題となる。

キーワー ド:地 球温暖化,炭 素税,帰 属価格 公平性,応 用一般均衡分析

1は じ め に

　2005年2月16日 の 京都 議定書発 効 によ り,議

定書 を批准 した議定書附属書B国iは 温室効果 ガ

ス(以 下,GHG)排 出削減の義務 を負 うこととなっ

た。 しか し,ほ ぼ全ての附属書B国 で議定書の基

準年以降 もGHG排 出量が増加 し,現 在 に至ってい

る11。そのため,現 状対策では議定書の第一約束期

間(2008～2012年)に お けるGHG排 出削減 目標

の達成は困難であ りⅲ,目 標達成のために早急 な対

策が求められている。また,第 一約束期間以降のポ

ス ト京都議定書 を考 えると,先 進国のみならず途上
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i附 属 書B国 と は,オ ース トラ リ ア,オ ー ス トリ ア,ベ ル ギ ー一,ブル ガ リア,カ ナ ダ,ク ロ ア チ ア,チ ェ コ,デ ンマ ー

ク,エ ス トニ ア,EU,フ ィ ン ラ ン ド,フ ラ ンス,ド イ ツ,ギ リ シ ャ,ハ ンガ リー,ア イ ス ラ ン ド,ア イ ル ラ ン ド,

イ タ リア,日 本,ラ トビア,リ ヒテ ン シュ タイ ン,リ トアニ ア,ル ク セ ン ブル グ,モ ナ コ,オ ラ ン ダ,ニ ュー ジー

ラ ン ド,ノ ル ウ ェ ー,ポ ー ラ ン ド,ポ ル トガ ル,ル ー マ ニ ア,ロ シ ア,ス ロバ キ ア,ス ロベ ニ ア,ス ペ イ ン,

ス ウェ ー デ ン,ス イ ス,ウ ク ラ イ ナ,イ ギ リス,ア メ リ カで あ る 。 そ の うち,オ ー ス トラ リ ア,ク ロ アチ ア,

モ ナ コ,ア メ リカ は 議 定書 を批 准 して い な い(2005年9月 現 在)。

ⅱ日本 の 場 合,2003年 度 のGHG排 出量 は13億3910万t-CO2で あ り,基 準 年 排 出量12億3700万t-CO2を8.3%

上 回 って い る1)。

ⅲ日本 の 場 合,排 出 削 減 目標 が基 準 年 の6%で あ る ため,実 質 約14%の 削 減 が 必 要 とな る 。
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国によるGHG排 出削減 も重要な課題 となる。

　そのような状況で,炭 素税はGHGの 中で最 も排

出量の多いCO2を 市 場原理によ り費用効果的 に削

減で きる一手段 として注 目されてい る。 これ まで

にも,モ デル分析などにより炭素税の導入効果に関

す る分析 は文献2)～4)な どで行われてきた。 ま

た,一 部の国 ・地域 による炭素税 などのCO2排 出

削減対策の導入 は,炭 素 リーケージの原 因となる

ため,全 世界でのCO2排 出対策の導入が よ り効果

的であることが文献5)～8)な どで示 されている。

しか し,全 世界で一律に炭素税を導入することは途

上 国への過度な経済的負担 となるため,そ の よう

な政策の導入は途上国の反対にあ う可能性が高い。

また,気 候変動に関する国際連合枠組条約(以 下,

UNFCCC)第3条1項 の 「気候変動 に対する各国の

共通だが差異のある責任」9)の観点に も反する。そ

の一方で,一 部の国 ・地域のみで炭素税 を導入する

場合でも,産 業間で炭素税率に差 を設けることで炭

素 リーケージが軽減される可能性 もあるl0)。

　本研究では,先 行研究 による全世界で炭素税を導

入することの有効性に注 目し,ま たUNFCCCや 途

上 国の状況を踏まえて,途 上国に対 して過度な負

担 とならない 「国家間で差異のある炭素税」の導入

効果を分析する。具体的には,炭 素の帰属価格 の概

念11,12)1Vを応用 した炭素税(以 下,帰 属炭素税)を 各

国に導入する。そして,多 部門 ・多地域応用一般均

衡分析(以 下,MSMRAGE)に よるシミュレーショ

ン分析により,帰 属炭素税の導入が環境(CO2排 出

量)お よび,経 済(GDP)に 及 ぼす影響 を,全 世界

で税率が一律の炭素税(以 下,一 律炭素税)を 導入

した場合のそれぞれ に及ぼす影響 と政策的観点か

ら比較するv。 「国家間で差異のある炭素税」の決

定には様々な方法が考えられるが,本 研究が特に国

家間(各 国国民間)の 経済的公平性 に注 目し,ま た

その公平性 は恣意的でな く客観的に決定 され るべ

きであるため,こ こでは炭素の帰属価格 を用いた。

　本研究では,両 炭素税 をそれぞれ全産業部門に賦

課 しvi,そ の税収 は地域家計(民 間家計 と政府)の

一般財源(予 算)と して扱 う
。つまり,炭 素税収の

使途 は特定(例 えばCO2削 減投 資など)せ ず,他

の諸税 と同様 にモデル内で単純 に地域 家計 の効用

水準 を最大化す るように消費 と貯蓄に割 り当て ら

れる。

2分 析 方 法'

　本節では,分 析に用いたMSMRAGEと 帰属炭素

税,一 律炭素税の設定方法 を示す。

2.1多 部門・多地域応用一般均衡分析(MSMRAGE)

　 MSMRAGEは,一 国,特 定地域あ るいは,世 界

経済 を複数の地域 および,産 業部 門に分割 し,あ

る経済政策の変更に伴 う経済主体の行動変化が,ワ

ルラス法則の枠組みの中で資源 ・所得配分,経 済厚

生,各 地域 ・各部門の産業 ・経済構造などに及ぼす

影響 を分析する手法 である。最近で は,環 境政策

による影響 を分析するために も用い られている。本

研 究で は,MSMRAGEと してGTAP(Globa1 Trade

 Analysis Projcct)モ デ ル を利用 した13)。GTAPモ デ

ルは,1992年 に アメリカPurdue大 学 のThomasW.

Hertel教 授 らにより国際貿易の分析手段 として開発

された静学的モデルでVI1,国 内外の部門間取引や地

域家計 と産業部門の相互作凧 生産物の移動 を一手

に扱う国際輸送部門のふるまい,世 界の総貯蓄 と総

投資 を一手に扱 う世界金融部 門のふるまいなどが

記述されている。モデルの枠組みの概要を図1に 示

す。なお,本 モデルでは各地域の人口は定常状態 に

あ り,資 本移動は自由に行われるとした。

　 GTAPモ デ ルのデー タベースは地域 内の部門間の

投入産出構 造だけでな く,地 域間の貿易構造や輸

送費用,数 値化 された貿易障壁な どか ら構成 され

ている。このデータベースは現在(GTAPVersion6,

2001年 の世界経済 に基づ くVlll),57部 門 ・87地 域

に分類 されているが15),そ れ をそのままシミュ レー

シ ョンに用いるとモデル計算に時間がかかり,ま た

シ ミュレーシ ョン結果の分析で本質 を見失 う恐れ

iv「 炭素の帰属価格」とは
,あ る時点におけるCO2の 限界的増加に起因する地球温暖化により,将 来世代が被

る効用の限界的損失を割引現在価値で表 したものである。そ して,そ の決定には各国の所得水準を考慮 し

ている。帰属価格の導出過程については後述する。

vシ ミュレーション分析をすることで帰属炭素税 と一律炭素税の効果を定量的に把握 し
,比 較することがで

きる。このことにより,各 炭素税の導入効果を客観的に実証 し,優 劣を示すことができる。

vi本 研究でエネルギー以外の部門にも炭素税を賦課したのは
,取 引段階を経るごとに起こる炭素税による価

格上昇効果の不完全な転嫁の防止を明示的に表現するためである。

viiた だ し,GTAPモ デルには投資による資本ストックの増加が生産増加をもたらす点と家計の効用関数に貯蓄

を考慮 している点に動学的要素が含まれている。

viiiGTAPモ デルのデータに合わせるため
,本 研究では出来る限り2001年 のデータを用いた。
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が あるため,本 研究ではモデルの計算時間や結果分

析の必要十分性 などを考慮 して,15部 門 ・14地 域

にそれぞれ統合 してモデル化 した。 これ らの統合

に,本 研究のGTAPモ デ ルに特徴がある。その部門・

地域 の構成をそれぞれ表1・2に 示す。

　本研究は炭素税のCO2排 出への影響 を1つ の分

析対象 としているため,産 業 自体の性質だけでな

く,各 部 門のCO2排 出 とエネルギー使用に注 目し

て部門統合 した。具体的 には,エ ネルギー部 門で

あ る表1のCOAか らGDTや エ ネルギー集約産業

であるCRPは 元 の部門構成 を用 い,そ の他の部 門

は産業(第 一 ・二 ・三次産業)ご とにその性質 と

エネルギー消費の観点から統合 した(例 えば,TRP

はそ の他 の第三次産業(SVCと して統合)よ りエ

ネルギー集約的であるため,SVCと 分離 した)。 地

域統合は,先 進国 ・途上国,CO2排 出量,位 置関係

に応 じて行った。具体的には,CO2排 出量の多い先

進国や中国は元 の地域構 成を用 い(位 置関係が似

通 っているE _UやWEUは 除 く),CO2排 出量 の少

ない途上国は位置関係 を考慮 して統合 した(表2で,

AUSか らWEUを 先 進 国,そ れ以外 を途上国 と位

置づける)。

　この ように,部 門 ・地域 区分 とも元 のモデルの

1/5～1/4程 度 の規模 となったが,上 述の ように部

門 ・地域 とも本研究の 目的に適合するように,そ れ

ぞれの特性を考慮 して統合 している。また,文 献8)・

16)な どのGTAP関 連 の炭素税 に関す る研究 を見

ると,本 研究 よりも大 きくない部門 ・地域のモデル

が問題なく使われている。これらの点から,統 合に

よ り分析結果の精度が大 き く悪化する とは考 えに

くい。

　本研 究 では,上 記 の部門 ・地域 統合 を施 した

GTAPモ デ ルに2.2で 示 す帰属炭素税お よび,一 律

炭素税 を2.3に 示す方法に従って組み込んだモデル

でシミュレーシ ョンし,そ の結果の比較分析 を行っ

た。

2.2炭 素税率の設定

2.2.1帰 属炭素税

　帰属炭素税率(炭 素の帰属価格)は 式(1)の 宇

沢フォーミュラより得られる。この宇沢 フォー ミュ

ラで は,大 気 中CO2は 生 産活動 に伴 って増加 し,

表層海洋圏 に一定比率で吸収 される もの と仮定 し

ている。なお,式 中のダッシュ(つ は導関数を表す。

図1GTAPモ デルの枠組みの概要(文 献14)の

Figure6を 改変)*矢 印は金銭の流れを表す

表1本 研究における部門構成

表2本 研究における地域構成
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〓(1)12)ix

r:本 研 究 にお ける地域(表2参 照),ITr:r地 域 の帰属 炭素

税 率($/t-C),N:世 界 人 口(人),YY:Y'地 域 の1人 当 た り

の 国民純 所得($),D:大 気 中のCO2(t-C),δ:割 引 率,ρ:

人 冂増加 率,μ:表 層 海洋 圏のCO2吸 収 率(0.02≦ μ≦0.04),

φ(D):環 境 影響 指標 関数 。

　式(1)の 右 辺で,Yr以 外 の変数は全地域共通 と

する。

　宇沢 フォーミュラは,次 の動学的最適化問題 より

得 られるX。 変数の添字tは 時点tの 各変数の値を,

変 数上の ドット(・)はtで の微分を表 している。

〓(2)

〓(3)

〓(4)

〓(5)

〓(6)

〓(7)〓(8)〓(9)

ひ 効 用積 分,y,:効 用 の最小 水準,ur(cr):r地 域 の消 費 に よ

る効用 関数,Cr:r地 域 の1人 あた りの消 費水準(≧0),Nr:

1"地域 の 人 ロ,xr.r地 域 の生 産水 準(≧0),vr:r地 域 の 生

産活 動 に よるCO2排 出量,ar:r地 域 の単 位 生 産 当 た りの

CO2排 出量(>0),br:r地 域 の単 位生 産 当た りの希 少 資源

必 要 量(>0),Krr地 域 の 希 少 資源 量,Dr:r地 域 の大 気

中CO2。

式(2)は 動学的な効用,式(3)は 各地域の総効

用(1人 当た りの国民純所得に相当)に 関する条件,

式(4)は 消 費と生産に関する条件,式(5)は 経 済

活動によるCO2排 出 の条件,式(6)は 希 少資源に

関する条件,式(7)は 大気 中CO2の 変化に関する

条件,式(8)は 大 気中CO2の 条 件,式(9)は 人

口の条件 を表す。

ここで,時 点tに おけるハ ミル トニアンは,

〓(10)

と定義 される(art,nt,pYtは 各 制約条件のラグラン

ジュ未定乗数)。 ρ。,は炭素の帰属価格であ り,次 の

オイラー ・ラグランジュの微分方程式 を満たす。

〓(11)

　ここで,動 学的最適解 を求めるために式(11)の

右 辺 を0と 置き,帰 属価格prtをITrと 遣 き直す と,

式(1)が 得 られるai。 ただ し,本 研究は静学的分

析であるため,上 式の添字tは 除去 している。

式(1)内 の環境影響指標関数 φ(D)と して式(12)

を用 いた。

φ(D)=(V-D)/t(12)12)

V:大 気 中CO2の 臨界 的水準(t-C),β:CO2量 変化 に対 す

る効用 の感 度(0<β 〈1)。

式(12)は,大 気中のCO2の 増加 が人類 に及 ぼ

す影響の程度(効 用の減少)を 示 したものである。

式(1)に 式(12)を 代 入する と,本 研究で帰属

炭素税 を求める式,式(13)が 得 られる。

〓(13)

　式(1)・(13)が 示 す通 り,炭 素の帰属価格は各

地域の1人 当た りの国民純所得 に比例するため,帰

ix式(1)に は割引率などに動学的概念が含まれるが
,文 献11)・12)に よると,炭 素の帰属価格は静学的

観点から最適な資源配分パターンを求めるためにも使われるため,本 研究の静学的分析に用いることに支

障はない。

x導出過程は文献11)・12)を 一部修正したものである。x

i式(1)の 導出における経済的前提は
,一 般的な経済分析の条件(効 用関数の準凹性など)が 用いられて

いる。また,宇 沢のモデルは単純化されているが,地 球温暖化の基本的性格は的確に捉えているため,式

(1)を 本研究に用いることに支障はない。
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属炭素税率は相対的に豊かな国(先 進国)で 高 く設

定され,相 対的に貧 しい国(途 上国)で 低 く設定 さ

れる。

　本研究において,式(13)で 用 いた各地域共通の

パラメータの値を表3に 示す。また ,各 地域の国民

純所得,人 口,1人 当 た りの国民純所得および,帰

属炭素税率を表4に 示す。

2.2.2一 律 炭素税

　一律炭素税率は
,シ ミュレーシ ョンの結果として

帰属 炭素税 と一律炭素税 をそれぞれ組み込 んだモ

デルが世界全体で等 しい等価変分 を示すように設

定 した。つま り,両 炭素税がともに世界全体 として

等 しい経済的影響 を受けるように設定 した。表4の

帰属炭素税率 に対 し,一 律炭素税率 は$444.17/t-C

とな った。両 炭素税 を比較す ると,3地 域(JPN,

USA,WEU)の 帰属 炭素税率 しか一 律炭素税率を

超えていないことか ら,一 律炭素税率は比較的高水

準であると言える。

2.3炭 素税のモデルへの組み込み

　2.2で 示 した帰属炭素税率および,一 律炭素税率

をGTAPモ デルに組み込みために,各 地域の各部門

に対する税率を以下の式(14)～(15')よ り算出した。

(14)

Tsr,=rESsITrfor all r&S(帰 属 炭 素 税 に つ い て)(15)

TS=rESsUTforalls(一 律 炭 素 税 に つ い て)(15')

i:産 業連 関表 の407産 業部 門,S:本 研 究 におけ る部 門(表

1参 照),ESi:i部 門の排 出強 度(国 内生 産額 当 た りのCO2

排 出量23),t-C/円),ESS:S部 門の排 出強 度(t-C/円),DP;:

i部 門の 国内生 産額?3)(円),Tsr:r地 域s部 門 の炭素税 率(%),

TS:S部 門の炭 素税 率(%),UT:一 律 炭素 税率($/t-C),r:

為替 レー ト(円/$)。

　式(14)で は,元 データの407産 業部門の排 出強

度を本研究の15産 業部 門の排 出強度 として統合 し

表3式(13)の 地域共通パラメータの値

表4各 地域の国民純所得,人 口,1人 当たりの国民純所得,帰 属炭素税率

*文 献19)・20)よ り計算。ただし,各 資料で国民純所得のデータが欠損 している国 ・地域については,国 民純所得と国民総所得21)の対数

値による回帰式から推定 した。対数国民純所得と対数国民総所得の回帰式は,対 数国民純所得=1.039× 対数国民総所得-0.630,相 関係

数=0.993で ある。

**文 献18)・22)よ り
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ている。407部 門 か ら15部 門への対応は,そ れぞ

れの部門構成から判断 したXii。そ して,式(15)で

は帰属炭素税 の地域 ・部 門別,式(15')で は一律

炭素税の部門別の税率 を算:出している。

　本研究では,デ ー タの制約 により部 門ごとの排

出強度 は各地域共通 と した。 また,為 替 レー トは

121.53円/$(文 献21)よ り計算)と した。

　式(14)～(15')よ り得 られた排出強度および,

帰 属炭素税 ・一律炭素税 に基づ く炭素税率をそれぞ

れ表5・6に 示す。

　両炭素税 ともモデルに組み込む際に,産 業の国際

競争力 を考慮 して国境税調整 を行 った。つ まり,国

内産出品だけでな く輸入品にも税 を賦課 し,反 対 に

輸出品には免税を した・111。

2.4CO2排 出量の算出

　本研究では,エ ネルギー消費(石 炭,原 油,天 然

ガス,原 油 ・石炭精製品,電 力,ガ スの6種 類で,

それぞれCOA,OIL,GAS,P_C,ELY,GDT部 門

に当たる)に 伴 って排 出され るCO2の み を考慮 し

てシ ミュレーシ ョン前後のCO2排 出量の変化 を分

析 している。 しか し,本 モデルではシミュレーシ ョ

ン前後のCO2排 出量や シ ミュ レーシ ョン後 のエ ネ

ルギー消費量 の各 デー タを直接的 に得 られないた

め,以 下の式(16)～(20)よ り推定 した。

〓(16)

〓(17)

表5各 部門の排出強度(t-C/百 万 円)

表6帰 属炭素税(AUSか らROW)と 一律炭素税に基づ く炭素税率(%)

xii詳 細 は文献15)と23)を 参照。

xiii炭素税に対して国境税調整が正当化されるか否かには議論が残される24,25)。
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〓(18)26)

j:エ ネル ギ ー源(上 記6種),た 本研 究 にお け る産業 部 門

(S)お よび家 計Pjkr:エ ネ ルギ ーjのk部 門r地 域 で の 基

準 価 格($/Mtoe),OCVjkr:シ ミュ レ ー シ ョン前 のk部 門r

地域 の エネ ルギ ーjの 消費 額($),CV1jkrシ ミュ レ_ーシ ョ

ン後 のk部 門Y'地 域 の エ ネル ギーjの 消費 額($) ,QOkr:シ

ミュ レー シ ョ ン前 のk部 門Y地 域 のエ ネ ルギ ーjの 消 費 量

(Mtoe),Q1jkr,:シ ミ ュ レー シ ョン後 のk部 門Y'地 域 の エ ネ

ル ギ ーjの 消 費量(Mtoe),Qjkr:QOkrま た はQ1jkr(Mtoe),

Ejkr:k部 門r地 域 のエ ネル ギーブに よるCO2排 出量(t-CO2),

Er:r地 域 でのCO2総 排 出量(t-CO2),E:全 世 界 で のCO2

総 排 出量(t-CO2),Qjkr:k部 門r地 域 の エ ネ ル ギ ーjの 原

料 と して の利 用 率,ωj:エ ネ ル ギーjの 単 位 発 熱 量(TJ/

Mtoe),εj:エ ネル ギーjの 排 出係数(t-CO2/TJ),ηj:エ ネ

ル ギーjの 炭 素酸 化率 。

　式(16)で 各 エネルギー源の部門お よび家計 ・地

域別価格 を推定 し,式(17)で シ ミュレーシ ョン後

の各エネルギー使用量 を推定 している。そ して,式

(18)のIPCCの ガ イ ドライ ンに基づいて,シ ミュ

レーシ ョン前後のCO2排 出 量をエネルギー源 ・部

門お よび家計 ・地域別にエネルギー消費量 より推定

した。式(19)・(20)は,式(18)よ り得たエネルギー一

源 ・部門お よび家計 ・地域別CO2排 出量 をそれぞ

れ地域別,世 界全体に合算 したものである。

CO2を 間接的に排出する電力 について,CO2排 出

量の二重計算を避けるために,上 記の計算では電力

消費に伴 うCO2排 出 は含めていない。

　本研究において,式(18)に 用 いた各地域共通の

パラメータの値 を表7に ,地 域 ごとのパ ラメータの

値 を表8に 示す。

3シ ミュレーション結果 と考察

　図2・3に,各 炭素税 を組み込 んだモデルのシ

ミュ レーションによ り得 られた地域 ごとのCO2排

出量の変化および,GDPの 変化 をそれぞれ示す。

　図2が 示す ように,世 界全体のCO2排 出 削減量

は帰属炭素税で2.49%,一 律 炭素税で2.62%と,後

者 の方がわずかにCO2排 出削減への寄与度が高い。

これは,帰 属炭素税では先進国内に平均(一 律炭

素税率)を 上回る炭素税率が賦課 される地域 があ

表7式(18)の 地域共通パラメータ

表8式(18)の 各地域のパラメータ
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り,反 対に途上国では平均 を大 きく下回る税率が賦

課 されるため,先 進国のCO2限 界 削減量が途上 国

のそれを大きく下回 り,総 合的に非効率的な排出削

減が行われたことによると考えられる。一方,一 律

炭素税では先進国と途上国で税率 に差がないため,

両者のCO2限 界削減量の差は相対的に小 さ くなる。

そのため,CO2排 出量が帰属炭素税 よりも効率的に

削減 され,よ り大 きな排出削減が実現 した。帰属炭

素税では,OEUとROWでCO2排 出 量の微増(炭

素 リーケージ)が 見 られるが,こ れは途上国への低

炭素税率の賦課が原因である。

　次に,図3が 示すGDPの 変化 を比較すると,2.2.

2で も述べた本研究の仮定 によ り世界全体での変化

率は同 じ一〇.20%で あ る。 しか し,地 域 ご との変

化率を見ると両者 は大 き く異なる傾向 を示 してい

る。帰属炭素税ではほとんどの先進国にマイナスの

影響(先 進国全体で-0.31%)・ 途上 国にプラスの

影響(途 上国全体で+0.16%)を 及 ぼすのに対 し,

一律炭素税では全地域でマイナスの影響 を及ぼ し
,

そ の影響は途上国で相対的に大 きい(先 進国全体で

一〇.16%,途 上 国全体で-0.32%)。

　上記の結果 より,環 境的側面だけを見ると一律炭

素税の方が炭素税 として適 しているが,経 済的側面

も考慮すると一概にそ うとは言えない。一律炭素税

は,途 上国に対 して相対的に大 きな経済的負担 を負

わせる傾 向にあるため,初 めにも述べたUNFCCC

の 原則 に反 し,ま た引 き続 き経 済成長 を望む途上

国か ら世界規模での炭素税政策導入 を拒絶 される

恐れもある。仮 に途上国を含 まずに炭素税政策が導

入 された場合,炭 素 リーケージによ り先進国に よ

るCO2排 出 削減の一部が途上国でのCO2排 出 増加

によ り相殺される5)～8)。一 方で,帰 属炭素税では途

上国に経済的負担を課さないことから,先 進国と途

上国の経済状況を考 えると,両 者に経済的な公平性

があ り,全 世界での炭素税政策導入の実現可能性が

高 く,一 律炭素税 に近いCO2排 出削減効果 も得 ら

れる。先述の ように,帰 属炭素税でも途上国で炭素

リーケージが見 られるが,そ れは一部の地域であ

り,そ の量 もわずかである。一律炭素税で も,文 献

10)で 述べ られているように先進国か ら途上国へ資

金移転などの援助政策を行えば,途 上国の経済的負

担は軽減する。 しか し,そ のための交渉に追加的費

用や時間を要 し,ま た妥結に困難さも伴 うため,調

整前の一律炭素税 の効率的なCO2排 出削減が保持

図2各 地域のCO2排 出量の変化率(%)

図3各 地域のGDP変 化率(%)
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されるとは言い難い。

　このように全世界での一律炭素税の導入の難 し

さを踏まえると,多 少環境効果が劣っているにして

も,政 策的実現可能性の高い帰属炭素税の方が政策

的に実効的であると言える。

4ま とめと今後の課題

　本研究で は,MSMRAGEを 用 いて,全 世界 ・全

産業部門 を対象 と した帰属 炭素税 と一律 炭素税 の

環境的 ・経済的効果を政策的観点より分析 した。本

研究では,分 析にシミュレーションによる定量的評

価を用いた ことで,両 炭素税の効果を客観的に実証

で きた。その結果 として,帰 属炭素税の導入は一律

炭素税 と比較 して0.13ポ イ ン トCO2排 出削減効果

は小 さい ものの,途 上国に対する経済的影響 も考慮

すると,一 定のCO2削 減 効果(一2.49%)と 途 上国

のGDPに プ ラス効 果(+0.16%)が 望 める帰属炭

素税の方が政策的実効性は高い と言 える。ただし,

帰 属炭素税 には小規模だが炭素 リーケージの問題

が残るため,例 えば途上国のGDPに マ イナス影響

を与 えない程度 に途上国での炭素税率 を上昇 させ

るなどの解決策を考えることが課題 となる。

　本研究では,CO2排 出削減政策として炭素税のみ

を導入し,そ の税収は全て一般財源とした。今後の

課題として,税 収を環境改善技術への補助金や他税

の減税に用いる場合や,他 のCO2排 出削減政策(排

出権取引など)を 同時的に導入した場合の影響分析

が残される。また,本研究は静学的分析であるため,

両炭素税政策の動学的効果を分析する必要がある。

文 献

1) 環 境 省,2003年 度(平 成15年 度)の 温 室 効 果

ガ ス 排 出 量:に つ い て,http://www.env.go.jp/earth/

ondanka/ghg/2003ghg.pdf(2005/06/15現 在).

2) 甲斐 沼 美 紀 子 ・森 田恒 幸 ・松 岡　 譲(1999)京 都

議 定 書 達 成 の コス ト分 析.三 田学 会 雑 誌,92(2),

281-295.

3) 日比野剛 ・松岡 譲 ・甲斐沼美紀子(2004)技 術

選択モデルによる京都議定書達成に要する炭素税

率 と政策分析.環 境経済 ・政策学会年報第9号,

68-79.

4) 増井利彦 ・松岡 譲 ・甲斐沼美紀子(2004)日 本

を対象 とした経済モデルによる炭素税導入の経済

分析.環 境経済 ・政策学会年報第9号,57-67.

5) BARRETT, S. (1998) Political Economy of the Kyoto 

  Protocol. Oxford Review of Economic Policy, 14(4), 
  20-39. 

6) GOLOMBEK, R. (1994) Incomplete International
 Climate Agreements; Optimal Carbon Taxes, Market

   Failures and Welfare Effects. The Energy Journal, 

15(4),141-165. 
7) STAVINS, R.N. (1998) What Can We Learn from 

the Grand Policy Experiment? Lessons from SOZ 
   Allowance Trading. Journal of Economic Perspectives, 

12(3), 69-88.
8)経 済 企画庁経済研究所(編)(1998)経 済 分析第

156号:応 用一般均衡モデルによる貿易 ・投資自

由化とi環境政策の評価.158-177.

9) United Nations Framework Convention on Climate 

Change, http://unfccc.int/resource/flocs/convkp/ 
conveng.pdf (Accessed on September 13, 2005). 

10) NOEL, M. (2001) International Trade and the 

Environment: How to Handle Carbon Leakage. In 

   Folmer, H., H.L. Gabel, S. Gerking, and A. Rose (eds.), 
Frontiers of Environmental Economics. Edward Elgar,

176-191. 
11) Uzawa, H. (1991) Global Warming Initiatives: The 

Pacific Rim. In Dornbusch, R. and T.M. Poterba (eds.), 
Global Warming: Economic Policy Responses. The 

MIT Press, 275-324.
12)宇 沢 弘 文(2003)経 済 解 析 展 開 篇.岩 波 書 店,

11-37.

13) HERTEL, T.W. (ed.) (1996) Global Trade Analysis: 

odeling and Applications. Cambridge University Press. 
14) Brockmeier, M. (2001) A Graphical Exposision of the 

GTAP Model. GTAP Technical Paper, 8. 
15) Center for Global Trade Analysis, http://www.gtap. 

agecon.purdue.edu/ (Accessed on June 15, 2005). 
16) Hamasaki, H. (2004) Japanese Strategy on Climate 

Change to Achieve the Kyoto Target with Steady 
Economic Development -An Investigation by Using 

the Dynamic Version of GTAP-E Model, https://
www.gtap.agecon.purdue.edu/resources/res _display. 
 asp?RecordID=1465. 

17) FAO, FAO Statistical Database. http://faostat. fao.org/

(Accessed on June 15, 2005).
18)中 央 環 境 審 議 会 地球 環境 部 会 気 候 変 動 に 関 す る 国

際 戦 略 専 門 委 員 会(2005/05),気 候 変 動 問 題 に 関

す る今 後 の 国 際 的 な 対 応 につ い て(長 期 目標 をめ

ぐっ て):第 二 次 中 間 報告.16-18,http://www.env.

go.jp/press/file_view.php3?serial=6749&houid=5988

(2005/06/15現 在).

19) United Nations (2003) National Accounts Statistics: 
Main Aggregates and Detailed Tables, 2001 Part I. 
United Nations. 

20) United Nations (2003) National Accounts Statistics:
Main Aggregates and Detailed Tables, 2001 Part IT.

 United Nations. 
21) United Nations, National Accounts Main Aggregates 

Database. http://unstats.un.orglunsd/snaama/
lntroduction.asp (Accessed on June 15, 2005). 

22) United Nations, Demographic Yearbook System. http:



98松 本 ・福 田

//unstats.un.org/unsd/demographic/products/dyb/dyb2.

htm(AccessedonJune15,2005).

23) 近 藤 美 則 ・森 口 祐 一(編 著)(1997)産 業 連 関 表

に よ る二 酸 化 炭素 排 出 原 単 位.環 境 庁 国立 環 境 研

究 所 地球 環 境 セ ンタ ー.

24) 中 央 環 境 審 議 会 総 合 政 策 ・地 球 環 境 合 同部 会 地 球

温 暖 化 対 策 税 制 専 門 委 員 会 第7回(2001/04/04)

国 境 税 調 整 に つ い て.http://www.env.gojp/council/

16po1-ear/y161-07/matO4.pdf(2005/06/21現 在).

25) 足 立 治 郎(2004)i環 境 税.築 地 書 館,88-89.

National Greenhouse Gas Inventories: Reference 

Manual (Volume 3).1.8-1.33, IPCC/OECD/IEA, http: 

//www.ipcc-nggip.iges.or.jp/public/gl/invs6a.htm 

(Accessed on June 15, 2005).
26) Houghton, J.T., L.G.M. Filho, B. Lim, K. Treanton, I.Mamaty, Y. Bonduki, D.J. Griggs, and BA. Callender (eds.) (1997) Revised 1996 IPCC Guidelines for27)環 境 省 地 球 環 境 局(2003/07)事 業 者 か ら の 温

室 効 果 ガ ス 排 出 量:算 定 方 法 ガ イ ドラ イ ン(試 案

verl.5).2-72,http://www.env.go.jp/earth/ondanka/

santeiho/guide/pdf1 _5/mat_01.pdf(2005/06/15現 在).

28) Lee, H.L. (2002) An Emissions Data Base for Integrated 

Assessment of Climate Change Policy Using GTAP: 

 GTAP/EPA CO2 Emissions (for v5.4). 2-3, http://
www.gtap.agecon, purdue.edu/resources/res display. 

asp?RecordID=1143 (Accessed on June 15, 2005).

Environmental and Economic Analyses of the Carbon Tax 

Based on the Imputed Price Using Applied General Equilibrium Model: 

Taxation on All Industrial Sectors

  Ken'ichi MATSUMOTO* and Toyoo FUKUDA** 

(*Graduate School of Policy Studies, Kwansei Gakuin University, 
2-1, Gakuen, Sanda, Hyogo, 669-1337, Japan

**School of Policy Studies, Kwansei Gakuin University 
2-1, Gakuen, Sanda, Hyogo, 669-1337, Japan)

Abstract 

     Considering the recent discussions on global warming, COZ emissions reduction by not only 

developed but also developing countries is becoming the important issue. Although the worldwide 

uniform-rate carbon tax (UCT) is the cost effective method to reduce CO2 emissions, it heavily 

burdens on developing countries economically. Since such a policy might be opposed by developing 

countries and is against "common but differentiated responsibilities" of UNFCCC, it will be hardly 

achieved successfully.

  Thinking of those, the effect of the variant-rate carbon tax (VCT) is discussed from the policy 

viewpoint regarding the environmental (CO2 emissions) and the economic (GDP) aspects. VCT is 

based on the imputed price and is compared with UCT by the simulation analysis using the appliedd 

general equilibrium model. The world economy is classified into 15 industries and 14 regions in the 
model. Each tax is imposed on all industries. 

     Consequently, although VCT reduced CO2 emissions slightly smaller than UCT, it 

generated positive GDP effects on developing countries unlike UCT. Regarding the importance 
of worldwide introduction of CO2 abating policies and avoidance of excessive economic 

burdens on developing countries, VCT has higher fairness and policy effectiveness than UCT. 

Key Words: Global Warming, Carbon Tax, Imputed Price, Fairness, Applied General Equilibrium 

Analysis


